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1.は じ め に
小論は[1コ で行なった分析にたいして1つ の追実験の試みの結果を述べるものであ
る。[1コ は 「家計調査」の横断面データを昭和29年から昭和33年まで時系列的に利
用して5(な いし7)大費目のエソゲル函数を計測し,世帯主の従事する職業別の差異
を共分散分析によって検出したものである。しかるにそこでは上記各年のデータをくり
返し標本とみることによって,価格その他の時系列的変化の一部を推定方程式誤差項と
交絡させるという欠点をもっていた。
この欠点をおぎなうため,小 論ではあらたに 価格を説明変数として加えることにし
た。ただしデータ処理上の問題等もあって得られた結果は必ずしも安定的でな く満足で
きるものではない。しかしながらここでの分析は推定方程式の異時点問比較という実質
的問題や経済変量の統合といった技術的側面にかなりの示唆を与えるもののように思わ
れる。
2.モ デル と統 計 手法
モ デ ルは つ ぎの もの で あ る 。
(2.1)EiJ・=eaiCi"iP」・rt,
た だ し
E… … 当該 費 目の 世 帯 人 員1人 あ た りの実 質 支 出(名 目支 出 を 当 該 費 目の価 格 指 数 に
よ っ て デ フ レー トした もの),
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C… …世帯人 員1人 あ た りの実質総 消費支出(名 目総 消費支 出を総合 消費者物価指 数
に よってデ フ レー トした もの),
P… …当該費 目の相対価 格,
i……職業 を表わ す番号,
ゴ……年次系列 を表わ す番号.
で あ る。 したが ってモデ ルのパ ラメターの値が分析対 象 とな る時 点を通 じて一定 であ る
とす るな らば,(2.1)は世 帯主の職業がiの 世帯の ブ年 におけ るエ ンゲル函数 を表 わ
してい る。それゆえ(2.1)をもとに して職業別に時系列 デ ータに よって αi,β',γiを
推定 す るな らば,つ ぎには共分散分析 法に よ って職 業間 のパ ラメターの差異が検 出で き
る ことにな る。小論で は[1コ と同 じく共分散分析法 を用 いるに あた ってつ ぎの仮定を
お くことに した。 それは弾 力性 角 と 戸 とは各 職業の世帯 を通 じて一定で あ り,各 費
目の基 礎 消費部分 を表 わす α霊のみが 異 った職業 の 世帯間で異 るとい う仮定で あ る。 こ
の仮定 は第1次 近似 と して許 され るゼあ ろ う。 さ らに異 った職 業の世帯間で 弾力性に著
しい差 異があ るか否か は上 の仮定 の も とで の 碗 の差異 の検 出結 果が そ の判断 の資料を
与 えて くれ る ことに もな るはずで あ る。
以上 に よ って(2.1)を 書 き改 め ると
(2.2)Eオ ゴ==e,●θα乞C盛ゴβLPブr
とな る。 こ こで 画 もし くは 碗 は 職業別世帯間 の基礎 消費 の差 を表 わす項で あ り,碗
の値 につい ては通常
(2.3)Σcrt=O
とおか れ る。 のちに述べ るよ うに ここでの分析に おい ては標本世帯数 加重 の方法 に よ っ
て(2.2)の推定が 行なわれ るか ら,(2.3)は各 職業 の標本世帯 数に よるaiの 加 重平
均が ゼ ロとな る こと,す なわ ち
(2.4)Σ 竺 α・=o
虚 ω ・・
で お きか え られ る もの とす る 。た だ し ωり を づ番 目の 職 業 ブ 年 の標 本 世 帯 数 と して
(2.4)の ωε.,ω・・は それ ぞ れ
ωi.=Σωtd,w・・=Σwi・
ゴ1
を表わす もの とす る。
後節 におい てわれわれ は(2.2)を 推定 し,仮 説
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(2.5)αi=Oσ=1,_,10)
の 検 定 の結 果 と α,β,γ,ai(i=1,…,10)の推 定 結 果 の 両 方 を示 す ことに す る。
3.デ タ
使用するデータの収支面は 『家計調査年報』昭和38年一昭和41年,4年間の"世帯
主の職業(全世帯)別1世帯当たり年平均1か 月の収入と支出一 人口5万以上の都市"
に記載されているデータである。この4か年に限ったのは統計資料上の制約以外の何物
でもない。すなわち昭和37年以前と昭和38年以降とでは職業分類に一部変更があるこ
と,及 び 昭和42年以降はr家 計調査年報』に当該データの記載がみられないことが主
な理由である。
つぎに価格データであるが,こ れは同年報 昭和41年版に記載されている"中分類別
消費者物価指数(昭 和40年=100)"より総合指数と5(ないし7)大費目指数を引き出
しデフレータとして用いた。(2.2)の右辺の価格変数のデータとしては以上の指数に
(1)
もとつい て作成 した相対 価格 の指標 を用い る ことに した。
以上 に ようてわれわ れは10種 類の職業(i=1,…,10)の4年間(ゴ=1,…・4)にお
よぶ40組 のデー タを得た ことにな る。 これ を もとに して 標 本世帯数加重 の最小 自乗 回
(2)
帰によって計測した結果が次節で示すものである。
4.分 析 結 果
表4.1は α,β,rの推定 結果を示 してい る。5大 費 目の うち"食 料 費"に つ いては さ
らに"主 食"と"そ の他食料"に わ け て計測 した。表 の上段 は帰無仮説(2.5)の もと
で の単純 回帰に よる推定 結果で あ り,下 段が 共分散分析 に よる推定結果 であ る。また表
右側 のF値 はaiの 有 意性検定 のため のF統 計量であ る。 自由度が9と28の ときF
値 の1パ ーセ ン ト有意 の点は3.11であ るか ら,基 礎 消費の職業間 の 差異 はすべ ての費
目につ いてiパ ーセ ン トよ り 高い有 意水 準で有 意であ る。 それ ゆえ職業別世帯 間の α巴
の推定値 を示 してお くことも興味 のあ ることであ る。 この値 は5大 費 目の基礎 消費に お
け る職業 とい う一種 の社会階 層の間 の差異 の型 を きわ めて明確に現 出 させ てい る とも考
(1)作成方法については 【21参照。ただ しそこでの算式には誤植があるから正誤表の方を参照のこ
と。
② 統計手法の要約にっいては[11参 照。
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表4.1エ ンゲル函数 の計測結果*
嘉
食 料 費
(主 食)
食 料 費
(その他)
食 料 費
(総 合)
住 居 費
光 熱 費
被 服 費
雑 費
?
?
6.859
6.882
8.072
8.155
7.486
8.288
6.526
6.808
6.843
6,516
7.327
7.238
8.308
8.291
??
.086ξ(.0432)
.0604(.0389)
一 .0615(.0585)
一 〇〇85(.0544)
.0998(.0428)
,0141(.Ol65)
一1 .428(.9519)
一
.6778(.6211)
5.901(2.823)
2.494(2。083)
5.103(1.905)
1.513(.7203)
3.258(1.806)
.0145(1.383)
γ
.1017×10響6(.5651x10『7)
.8284×10『7(.5337×10つ
.1763xlO脚3(.8627x10『3)
.8447×10-3(.8382×10-3)
,1116×10國6(.5634x10-7)
.3487×10『7(.2167×10-7)
一 .2771×10-4(.1824×10-3)
一 .2595×10-4(.1245x103)
一 .6603×10-3(.6642×10-3)
一 .1040×10-3(.5064×10}3)
一 .3321×10-3(.2296×10-3)
一 .4688×10-4(.8947×10-4)
.3299x10-4(.1056×10-3)
.1893x10-3(.8264×10-4)
決 定
係 数
.F値
.055213.52
.4145
.0190
.3652
.0912
.9026
.0457
.6897
.0646
.6390
.1290
.9097
.1577
.6475
3.24
35.24
9.53
7.54
36.52
6.72
*カ ッコ内は標準誤差 ,決 定係数は 自由度修正 済。
え られ るか らであ る。 このaiの 値 を[1]に な らって仮 に 「職業効果 」 と名づけ る こ
とにす る。 この推定値 を示 した のが表4.2で あ る。
表4.1と表4.2の 結果につ いて 若 干の推 論を行な ってみ る ことにす る。 まず表4.1
につ いてであ るが エ ソゲル函数 の計測 結果は 良好では な くむ しろ著 し く安定性 を欠 いて
い るとさえ いえ る。 この ことの理 由 としては と くに[1コ と比較 した場合 この分析が 価
格 を説明変数 としてモデ ルに導入 した ことが挙げ られ るであ ろ う。す なわ ち価格変数 の
導入は 必ず しも分析上 の利点にはな らなか った ことが考 え られ る。 それに はCi」とPゴ
の相 関に よる線型重合 の問題等が あ るし,ま た変 動巾の小 さい価格 変数 のデー タを4か
年 の年 次系列か ら求 め て安定的 な価格 弾性値 を得 る ことがむずか しい ことは 当然で あ る
ともいえ るで あろ う。 したが って弾力性推定 値 β と γは標準誤差 のみな らず符 号条 件
か らみて も納得的で ない ものが多 い。
も う一方 の職業効 果は ど うで あろ うか。すで に見 た と うりこれ はすべ ての費 目につい
て1パ ーセ ン トよ りも強い有意水準で 有意で あ る。 また 表4.2は 職業別世帯間 の消費
の型 が著 し く異 ってい る ことを示 してい る。 表4.1の 下段で共 分散分析 に よる パ ラメ
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表4.2職 業効 果 の 推 定 値
職 業
費 目
1.常用 労 務 者
臨 時 ・日 雇
2.
労 務 者
3.民 間 職 員
4.官 公 職 員
5.商 人 ・職 人
6.個 人 経 営 者
7.法 人 経 営 者
8.自 由 業 者
9.そ の 他
10.無 職
食料費
(主食)
.0305
.1116
- .0579
- .0504
.0415
.0667
- .0304
- .0982
- .0327
.0201
食料費
(その他)
一 .1191
- .4256
.0793
.0599
- .0151
.2044
.3864
.1589
.0235
- .0952
講
一 .0728
- .2567
.0574
.OlO2
-一.0192
.1890
.3011
.1116
.0042
- .0613
住居費
.0316
- .0383
.1823
.2063
一 .3109
.2058
.3093
.2439
一 .0675
- .0765
光熱費
一 .1618
- .3118
.1432
.1220
- .0844
- .0956
.4203
.2468
.1539
.1287
被服費
一 .1337
- .6868
.1981
.2204
一 .2043
.2781
.7390
.2885
.1110
一 .2489
雑 費
一 .1523
- .6816
.1905
.2970
- .1675
.1046
.5568
.1016
.0107
- .2145
ター推定値の標準誤差と比較 して決定係数が大であるのはほとんど基礎消費の相違を示
あ
す項をとり入れたことに起因すると考えられるのである。さらに表4.2のαiの職業別
の型はわれわれの常識ともうまく一致するもののようである。
第2に検討すべき点は[1](昭和29-33年)とこの分析(昭和38-41年)とで得 ら
れた職業効果推定値の異時点間比較についてである。[1コにおける計測は10を底とす
る対数変換によってなされているから直接数値の大きさを比較するには[1]に おける
推定値にloge10を乗ずるとよい。 しかし今回の モデルには価格変数があらたに加え
られているか ら厳密な比較は困難である。そこでわれわれは以下のような単純な方法に
よって比べてみることにする。
いま個々の職業効果推定値の 符号のみに注目し,[1]における符号と今回の推定値
の符号が一致するときは+1を 与え,あ い反するときには 一1を与える。そして各費目
ごとに職業別世帯間の合計をとる。 これを表示 したのが 表4.3である。ただし職業分
類のうちに前回の"経営者"に は今回の"個人経営者"と"法 人経営者"の うち α乞の
の値の絶対値の大きい方を接続させてある。またこの表においては前回有意差が検出さ
れなかった"食 料費(主食)"と"被服費"は除外してある。
この表においては前回の符号パターンと今回のそれがすべて一致するときは値の合計
は+9,すべて一致しないときは 一一9である。 したがって前回の職業効果推定値と今回
の推定値とは"光熱費"に ついてはほとんど同一の符号パターンをもつが残 りの費目の
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表4.3職 業効果の異時点間比較
?
?
?
??
?
?
?
?
1.常 用 労 務 者
2.臨時 ・日雇 労 務 者
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
食 料 費
(その他)
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
十1
料 費亀 合)
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
十1
住 居 費
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
一1
光 熱 費
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
十7
雑 費
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
十1
それは 大きく変化したといえるであろう。 この傾向は"食料費"を みれば 明らかとな
る。1つ は労務者(ブルー ・カテー)の変化しない負の符号(の値)(主食については逆
に正符号をもつ)ともう一方の職員(ホワイ ト・カラー)による負の符号(の値)から正
の符号への移行は両グループの消費財市場への反応の仕方の相違を明確に示している。
雑費についてもほぼ同様の推論がな りたつであろう。住居費支出の型もかな り変化して
いるがこの費目については住居の所有状況(持 家 ・非持家)に まで立入って分類したデ
ータがないためその理由は明らかでない。
以上の推論を通 じてわれわれは この分析においてもう1つの問題点の在存することが
わかる。 それは表4.1の2種類の回帰による弾力性推定値を比較すると明らかになる
のであるが職業効果を導入することによって弾力性推定値が大きく変化するということ
である。この結果はエソゲル函数のパラメターすべてが異った職業間で等しくないとい
う事実を示唆しているようである。すなわち職業による一種の社会階層が構成されてい
て消費財市場に対する反応がそれぞれの階層内で閉じて異っているように思われるので
ある。 他方表4.3によれば 時間の経過につれて他の階層を参照グループとして革新を
はかる階層とそうでない階層の2つが見出されるようでもある。いずれにせよこれらの
事実は経済変量の統合にかんして1つ の問題を提起していることになるし,こ こでの分
析に限っていえばパラメターが職業間ですべて異るという仮定のもとに作業を進める必
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要があることを示している。われわれは次回において適度に長い年次系列をもとにより
精密な分析を行なうことにする。ここでの分析はそのための1つ の準備作業にすぎない
のである。
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